
別紙 
市町村地域生活支援事業費補助金交付要領 新旧対照表 

                                                                     （下線部が改正部分） 
新 旧 

 
オ　地域活動支援センター機能強化事業

 a　事業実施施設一覧

重複 常勤
非常
勤

※１　「事業形態」、「移行前事業」、「実施形態」及び「法人格」欄には、以下に記載してあるそれぞれの項目の記号を記入すること。
※２　「事業所名（法人名）」欄は正確に記載すること。また、他市町村と共同で実施する施設の場合、他市町村と一致するよう同一の名称を記入すること。
　　　他市町村に所在する施設は、「重複」欄に「1」を記入すること。
※３　他市町村と共同で実施する施設の場合、他市町村と重複することのないよう「１日当たりの実利用人員」欄には自市町村民のみを、「１か所当たりの補助額」欄には自市町村が
　　　負担した額を記入すること。
※４　「基準」欄について、機能強化事業の算定にあたって「実質基準」によっている場合は「1」を、「形式基準」によっている場合は「2」を記入すること。（「実質基準」「形式基準」の別は、
　　　平成21年12月15日付け「「地域活動支援センター機能強化事業」の見直しの基本的な考え方について」を参照）
※５　「うち基礎的事業の額」欄には、当該施設に委託している市町村の一般財源で行われる他の事業（障害者相談支援事業など）の額を含めないこと。
※６　「移行前の小規模作業所に対する補助額」欄について、小規模作業所から移行した施設については、移行直前の補助額（年額）を記入すること。
　　　なお、他の市町村と共同して実施していた場合には、自市町村が負担していた額を記入すること。
※７　各施設の機能強化事業（Ｂ欄）の合計額が、「精算額内訳」の「精算額」欄と一致するものであること。
※８　数字は半角の算用数字で記入すること。（事業所名及び法人名を除く）

事業形態 Ⅰ：Ⅰ型　　　Ⅱ：Ⅱ型　　　Ⅲ：Ⅲ型　　　Ⅳ：その他
（実施要綱に示されている基準で補助をしている事業者はⅠ～Ⅲを、自治体独自の基準で補助をしている事業者はⅣを記入）

移行前事業 Ａ：小規模作業所　　　　Ｂ：精神障害者地域生活支援センター　　　Ｃ：身障デイサービス　　　Ｄ：知的デイサービス　　　Ｅ：新設　　　Ｆ：その他
※「新設」は、障害者自立支援法施行後、新たに設置された地域活動支援センターを指す。

実施形態 ①：直営　　　②：委託　　　③：補助
法人格 ア：社会福祉法人　　　イ：ＮＰＯ法人　　　ウ：ア及びイを除く特例民法法人　　　エ：その他
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オ　地域活動支援センター機能強化事業
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※１　「事業形態」、「移行前事業」、「実施形態」及び「法人格」欄には、以下に記載してあるそれぞれの項目の記号を記入すること。

事業形態 Ⅰ：Ⅰ型　　　Ⅱ：Ⅱ型　　　Ⅲ：Ⅲ型　　　Ⅳ：その他

（実施要綱に示されている基準で補助をしている事業者はⅠ～Ⅲを、自治体独自の基準で補助をしている事業者はⅣを記入）

移行前事業 Ａ：小規模作業所　　　　Ｂ：精神障害者地域生活支援センター　　　Ｃ：身障デイサービス　　　Ｄ：知的デイサービス　　　Ｅ：その他

実施形態 ①：直営　　　②：委託　　　③：補助

法人格 ア：社会福祉法人　　　イ：ＮＰＯ法人　　　ウ：ア及びイを除く公益法人　　　エ：その他
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１　基礎的事業

（例１：定額としている場合）

創作的活動、○○を行う事業 １ヵ所あたり 0,000,000円

（例２：内訳を設定している場合）

創作的活動、○○を行う事業 人件費 0,000,000円

○○費 000,000円

２　機能強化事業

（例１：定額としている場合）

１人加配する毎に000円（○人まで）

（例２：内訳を設定している場合）

○○を行う事業 人件費 0,000,000円

○○費 000,000円

※施設ごとに記載する必要はないが、Ⅰ型、Ⅱ型など各種の形態や加算を設けている場合には、
　それぞれ区分して記載すること。（満年度ベースの金額を記載すること）
※各市町村が定める要件に従って記載すること。
※機能強化事業には、市町村の一般財源で実施する事業に係る経費を記載しないよう留意すること。
※各市町村が定める「基礎的事業」及び「機能強化事業」の内容が確認できる資料（要綱等）を添付すること。
※適宜行を挿入すること。

基準額事業内容

事業内容 基準額

ｂ　基礎的事業及び機能強化事業の実施内容

○○加算：職員配置基準を超えて、常勤の有国家資格者（○○福祉
士）を配置した場合に加算する。

 


